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L プロセスの適用と 

0 本田祐吉                                 

  工ギ システム 

「システムのお 守り役 コ といった部門であ り。 システムを安定的に 運 

崩 して当たり前で、 ひとたび障害でも 引き起こしたら 大変で。 どちらかというと 割りの合わない 業務を行っ 

ていた。 しかし。 ビジネスと 1 丁 システムが密接に 連動してきている 在 " 運用部門 は 企業経営の中で 重要 

な 位置づけにあ り。 単なるシステム 用から「 1 丁 サービス提供者」へとその 役割が大きく 変貌してきてい 

る 。 さらに 1 写 システムが、 事業運営に欠かせない 重要な基盤となっているだけでなく、 それらがネットワ 

ークでつながり 社会インフラ 叱している現状を 考慮すると、 自社の T T システムの安定稼働は 必須となる。 

築は 完成した時点で 終わりとなるが。 システム運用はそのシステムが 存在 す 

し 、 日頃 の基本動作の と 改善活動を通じて。 サービスの信頼性を 確 

また、 システムの利用面においては。 企業活動の中枢の 情報や経 

していたが、 最近ほ 客 が直接的に企業のシステムにアクセスして 

の 距離が従来に 比べ極端に接近しており、 システムとしてのビジネスモデルが 大きく変貌して 来 

企業において 1 丁 システムの複雑 ィ を 中心とする 管 

) の 大半を運用。 保守費用が占めることから。 多くの企業はサービス 品質を確保しつつ 

TC ㊤を削減するというトレー 係 にあ る事象を経営課 として取り挙げて 努力している。 

この 課 に 対する先進的な 取 ては 、 英国政府が 1 丁 投資に対して 期待した効果が 得られなかっ 

たことから。 1 9 プロジェクトチームを 結成し " 世界中の企業等から 1 丁 システム 

の 先進的な活用事例を 調査し、 ストプラクテイスとして 五丁システムの 運用。 管理業務に関する 

体系的な 1 丁 サービスマネジメントのガイドラインを 策定したものが " 現在世界中の 1 丁 システム運用 業 

ているユ丁 I L (I 錘 aS を ガ建 cm 迅 建二 ゑ 

特に " T 釜 二三 は コンピュータシステムとその 運用管理面において、 業務の全体の 流れをプロセスとして 

管理することにより、 ユーザ からの要求に 応じたサービスを 適切に提供し、 かつ高い投 対 効果で継続的に 

改善していくことを 目指している。 したがって。 この T T T 氾に準拠して 目社の システム運用業務内容を 改 

書 することにより、 T 工業界で大きな 経営課題となっているサービス 品質の向上と 中期的なコスト 削減の 2 

っ 0 課題を解決することが 

  E 7 % L プロセス 

1 丁 エニ とほ 。 システム運用現場で 行われている 了了サービスマネジメントの 業務領域に。 プロセス とい 

う概念 ( 定められた目標に 向けて行われる 論理的に繋がりのあ る一連の活動 ) を導入し。 標準化を推し 進め 

るとともに、 運用サービス 全体の品質とコストの 現状を定性的な 見方から定量化を 図り、 誰が見てもその 内 

容が分かるよ う に視角化することを 通して業務改善を 可能とした仕組みであ り、 図工に示す構成 因 のよう @ こ 

なっている。 
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成するプロセス は 。 表 2 に 示す ] 

ス とさらに「サービスデスク」という ユーザ から 

対応する業務を 行 う -- つ の 

に 規定された内容に 準拠することにより。 プロセスに従った 

業務内容の標準化を 図ることが可能となる。 

: T I L の最大のポイント は 、 運用業務の流 

単位で管理することにあ り、 さらにこの活動は 常に㌘ め C 

で 回しながら継続的に 改善を続けることが 特に 

図 1 。 I T  I L の構成 表 2 。 I T I L の l 0 のプロセス 

の プロセス は 、 日女の運用管理に 関係が深 

    「サービスサポート j と。 中長期的な運用管理 

ビスデリバリ」の 2 つに大きく分類さ 

ぞれにきっのプロセスが 存在する。 

果 

弊社が提供する 大小 約 1 の サービスに対して、 T 丁ま 乙の導入を行い 現時点で約 1 年が経過したが。 

以下に示す よう に。 導入前に比べるとサービス 品質を中心とする 項目で改善が 図ら て棄 ていることが 分か 

る 。 ただし。 T T I L の目的であ るサービス品質の 向上以外の長期的なコストの 削減と顧客との 関係改善の 

2 項目に関してはサービスデリバリの 領域であ り、 末だ取り組み 効果が表れていない 状況にあ る。 

4 。 工 。 標準化の効果 

まで、 サービス毎に 異なっていた 運用の方法を 可能な限り同じ 業務フロ一に 集約した結果、 多くの 作 

業が 標準化。 統合化され、 全体の流れが 明確化されるとともに 円滑に処理されるようになった。 ざらに 閣 

が 生じた際にぼ、 全体の プ ロ - の何処で 問 なのかが即時に 分かることから、 対応策が打ち 易くなった " 

また業務フロ 一だけでなく。 実際のシステム 運用の甲で使用する 運用手順書や マ ニ ーュ アル類の様式を 統一 

  の面で標準化を 進めることで 目に見えない 部分での効率化が 図られていると 思われ， る " 

可視化と意識改革 

運用業務に T 丁 I しを適用したことにより。 今まで定性的な 扱いでしかなかった 業務分野に重要業績評価 

『 ) を 設定し。 定量的な数値として 目標 管 するようになったこと 

ような状況にあ るのか一目瞭然に 把握出来る よう になった " さ @ こ I T サービス全体の 

ス に分けて個別管理することから。 従来の全体管理方式よりもきめ 細かい管理が 可能と 

なり。 これに伴ってシステム 運用者の意識が 以前よりも前向きに 取り組む姿勢 ( 正ギⅠ乙で目指しているプ 

ロアクティブな 行動様式 ) が見られるようになり、 サトビス品質の 向上に貢献する 動きが出てきている。 

  3 。 プロセス 管 

サービス管理がプロセス 毎に実施されることから。 必然的に各プロセスにおける 対象範囲や目標設定さら 

に 測定項目等が 明確になるとともに、 そ ぞれのプロセスの 中での改善や を 決策の策定が 可能となった。 従 

っ て 個々のプロセスにおいて 七分な個別管理が 実施されれば。 必然的に l T サービス全体の 品質等の向上に 

  



繋がる。 特にヱ丁Ⅰ乙ではインシデン 卜 管理と問 管理を異なるプロセスとして 区別したことにより、 I T 

サービスで発生したインシデシ ト の対応に関する 役割分担が明確になり。 管理が確実に 行われるよ う になっ 

た 。 インシデント 管理プロセス は インシ ヂント の解決および 迅速にサービ 提供を復旧させるための 閉じた 

工程であ り、 もう一方の問 管理プロセスはインシ ヂント の根本的な原因 的な対策の実施が 

生業務であ る。 この様にそれぞ 実に業務が遂行される 仕組 こ る と により総合 
的な面で効果が 発揮される。 

5 。 五すシステム 

社会生活の中枢にまで 浸透して り 、 る I T システム。 さらに企業においては 経営に深く関係するよ 刊 こなっ 

た T 丁 システム運用部門は、 今後さらに高度化と 信頼性の向上が 求められ、 そ ぞれに果たすべき 役割は特 

に重要になって 来ている。 

1 丁 ヱ二を地道に 継続するためには、 単に I T T A, の プロセスを 管 し 推進するだけでなく。 従来の日本 

企業が取り組んできた「かんばん 方式」に代表される カ イゼン活動に わる品質管理活動とシステム 運用に 

つきものの人為的なミスの 撲 が 大きなポイントとなる。 

いくら T T 技術が進歩したからといって、 人間の判断あ るい は 操作を必要とする 工程が 皆 

ないので、 必然的にこれらの 間のインターフェイ ス が l/f@ 要 となる。 これは I T 技術に限ったことでほなく、 

あ らゆる技術分野においても 言えることであ る。 如何にしてミスなく 安全に、 また効率よく 運用するかが 大 

。 現時点での 課 としては、 以下に示すような はっ 0 項目が挙げられる。 

を 標準化することにより 効率性 とサ一 

ビス品質の向上 用に際しては 多くの運用業務内容を 分 

析し 。 それらの標準 ィヒ を図るには膨大な 稼動と調整を 要する。 今後は、 これらの分析と 標準業務フロ 一の自 

動作成ソフトウエアの 開発が望ま る 。 これが可能になると 導入前の 稼 が 大幅に削減される。 

一方でエ丁システム ほ 、 機器メーカーごとに 異なる技術仕様に 基づいた機器を 使用して業務 

た システムを構築し、 サービス。 を提供している。 関連する分野の 技術に関してけ 業界内で技術の 標準化が図 

られ、 相互接続や基本的な 技術仕様の面では 問 なく運用されているが。 これらのシステムを 運用する際に 

は標準化されたものがなく " システム毎にそれぞれの 特徴を反映させた 独自の運用方法で 行 う のが殆どであ 

る 。 T T T 乙の登場によりその 全体 概 がようやく標準化されつっあ るのが現状であ る。 

今後は、 I T T L の基盤をもとに 具 的な運用操作を 含めた世界共通の 運用方法を標準化し。 

用 者の負担を経くすることが 求められる。 これが可能になると、 システム運用者は 標準化された 

マスタ - すればどのようなシステムでも 運用できるようになるだけでなく。 運用スキルレベルが 格段に高く 

なる。 さらにこれに 伴い社会の丁丁システム 運用のサービス 品質が向上し、 システム運用に 係わる 他 分野で 

のコスト削減も 図られるなど " 多くの効果が 期待できる。 

エ丁システム 運用の領域は、 先端的な 1 丁 技術を基本にするものの。 その根底にはどちらかと 言 フ 。 ヒ レ ヒ 

一 マン的な要素が 重要視される 分野であ り、 特に人材の育成、 ヒューマン ヱラ 一の防止、 システム運用の 目 

動化 技術、 サービス品質の 向上等が主要な 改善対象項目であ る。 これらには人間の 行動様式や心 

析 、 さらに効果的な 人材育成等があ り、 これらに係わる 研究活動が 竜要 な位置を占めることから。 一企業や 
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業界だけで対応できるようなものでなく 産官学が連携し。 システム 用 領域の研究を 実施し相乗効果を 出す 

ことが望まれる。 現時点で、 このようなシステム 運用分野の研究を 行っている行政や 大学関連機関があ まり 

にも少な過ぎるのが 懸念される。 日本において 注目されている 先端技術だけでなく 高品質なサービスや 製品 

をさらにレベルアップするためにも。 これらの基本部分を 支えているエアシステム 運用に係わるヒューマン 

的な領域の改善が 、 避けて通れないものとなっていることを 再度認識し、 産官学が連携することによりこれ 

らの分野で日本が 世界をリードするような 立場になることに 期待したい。 

少子化傾向が 進む 申 、 T T システム運用に 従事するものが 今後さらに減少することが 予想いれるため、 シ 

ステム運用者の 確保とシステム 運用の自動化は けて通れない 大きな 課 であ る。 一方でいままでこれらの 

分野のノウハウを 蓄 を 如何に有効活用するかを 考えることも 

そのためには、 丁 考 層を対象とし、 週に 1 日でもシステム 

ができるような 環境の整備と、 これらをマネジメントする 刃 P ㊤のような組織を 設立することで、 世代間の 

スキルの伝承が 行われ 1 丁 システム運用は 新たな力を得てさらに 発展するだけでなく。 高齢者の生きがいや 

活性化が図られ。 老齢化社会の 充実を側面から 支援することが 出来る等、 一石二鳥の効果が 期待される。 

当面は、 システム運用に 関係する企業や 業界の OB による 悶 ㌣ 0 の設立が早期に 望まれる。 さらにこれら 

に関する公的な 支援あ るい は 行政による新たな 枠組みの確立により、 1 丁システム運用領域における 政策の 

立案と実施が 必須であ ると思われる。 

5 。 婬   ヒューマンエラー 防止の 

システ での課題の一つにヒューマン 一の撲滅があ るが、 現在までこれらの 防止技術や分析 は製 

遺業や原子力産業、 さらに航空 や 鉄道等、 生命の危険に 係わる産業の 中で検討が進められ 解決が図られて 

来ている。 しかし、 これらの研究成果が 他の産業等に 活用される 会 が少ないことから。 相乗効果が発揮さ 

れていない状況にあ る。 I T システム運用におけるヒューマン ヱラ 一により、 社会的な機能が 停止する恐れ 

もあ ることから。 このような分野間の 連携を強めヒューマンエラー 防止成果の共有と 活用の横展開活動を 

極的に進めることが、 今後特に求められると 思われる。 

Ⅰ 丁 システム運用部門におけるサービス 品質の向上施策の -- つ としてⅠ 丁 I L の導入があ るが、 これだけ 

で全ての課題が 解決するわけでなく、 根本的な解決 は ヒューマン的な 領域の改善や 人材の育成。 確保にまで 

拡がる。 今回の提言がこれらの 問題解決を進める 上での一助になり。 さらに日本の 企業ならびに 産業界の発 

展に繋がれば 幸いであ る。 

1) 本田祐吉、 竹田 叔幾 「 T T T し 導入における 実践的研究」 第必恩回下 ュ一 ザ 。 シン ポジウム 

8 年 5 月 1 8 日 

2)  「 エ @ ユ Ⅰサービスマネジメント 五丁Ⅰも入門」 ぇ t SM ヴ 柊         90 一 77212-23 一 X  Z 

( 注 ) I T I L ⑧は英国政府㊤ GC ( 鱗 ㏄ ) の 登録商標です。 
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